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ステップ１
課税価格の合計額に基づいて計算した相続税の総額のうち、
後継者の課税価格に対応する相続税を計算します。

①
後継者以外の相続人等が 後継者が取得した全ての
取得した財産の価額の合計額 財産の価額の合計額

など

ステップ２
後継者が取得した財産が特例措置の適用を受ける非上場株式等のみであると仮定した
相続税の総額のうち、Aに対応する後継者の相続税を計算します。
債務や葬式費用がある場合は非上場株式等以外の財産から先に控除します。

A ②
後継者以外の相続人等が 特例措置の適用を受ける
取得した財産の価額の合計額 非上場株式等の額

ステップ３
「②の金額」が「納税が猶予される相続税」となります。 ③
なお、「①の金額」から「納税が猶予される相続税（②の金額）」を 猶予 納付
控除した「③の金額（納付税額）」　は、相続税の申告期限までに 税額 税額
納付する必要があります。
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実際の計算例
後継者が1人の場合
相続人：長男（後継者）、次男の２人
相続財産：５億円（株式：2億円、その他の財産3億円）
　　　　　　　株式は長男、その他の財産は長男1億円、次男2億円を相続

ステップ１ 通常の計算（長男3億円、次男2億円）
課税価格の合計額 5億円
基礎控除額 4,200万円
相続税の総額 1億5,210万円
長男の相続税額 9,126万円
次男の相続税額 6,084万円

ステップ2 経営承継相続人が株式のみ取得したものとみなす（長男2億円、次男2億円）
課税価格の合計額 4億円
基礎控除額 4,200万円
相続税の総額 1億920万円
長男の相続税額 5,460万円
次男の相続税額 5,460万円

ステップ3 猶予税額
長男 次男 合計

各人の相続税額 9,126万円 6,084万円 1億5,210万円
納税猶予額 △5,460万円 - △5,460万円
納税猶予後の納税額 3,666万円 6,084万円 9,750万円

上記ケースでは長男は納税猶予を受ける受けないで納付する相続税が5,460万円変わります。
長男が納税猶予を受ける、受けないに関わらず次男が納付する相続税額に影響はありません。

〇親族外承継で気を付けたいこと
今回の特例措置ですが、親族以外の承継者であっても対象株式を遺言で承継者に遺贈することで適用は可能です。
しかしその場合、承継者が相続税の申告をするにあたり先代経営者の財産情報が必要となります。
実際に実現のハードルは高くなると思います。

親族外承継の場合、特例措置を使う方法の他に、一括で生前贈与をしてしまう、承継者の役員報酬を高めに
設定し、株式を買い取ってもらう、などといった方法も検討する必要性が高いと思われます。

3,000万円＋600万円×2人
3億5,800万円÷2×40％－1,700万円×2人
1億920万円×2億円／4億円
1億920万円×2億円／4億円

株式2億円＋その他の財産3億円
3,000万円＋600万円×2人
4億5,800万円÷2×45％－2,700万円×2人
1億5,210万円×3億円／5億円
1億5,210万円×2億円／5億円

株式2億円＋その他の財産2億円


